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を成し，留保価格 s＊が cと F（したがって g）のタームで表わされる。（図－3参照。４））
次に，リコールが認められる場合をみてみよう。
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をもつ潜在的利得 xiを内包しており，費用 ciを負担すれば，箱 iを抽出し開封でき，時間ラグ ti
を経た後に中身が確認し得るものとする。










５５ ２４０ １００ ２４０
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を満たさなければならない。ただし，SiはS{ i }を表わし，βi＝er tiであり，r は割引率を表わす。















































３）Sargent, op. cit., Figure２．１．（p．６１）に対応する。










































状態変数値 xtのみを用いて決定されなければならない。時点 t における状態と制御は，即時的利得
（immediate payoff）πt（xt，ut）を構成する。さらに，xt，utは将来の状態 xt１，xt２，…の確率分布に影響
を与えるものとすると，xt，utに条件付きの次期の状態 xt１に関する累積確率分布（conditional cu-
mulative probability distribution function）Φt（xt１｜xt，ut）が定義される。
ところで，動的計画法の基本的発想は，意思決定の流列を即時的期間と後続的期間とに２分割す
るそれであった。時点 t における状態 xtの評価価値，すなわち時点 t 以降でも最適決定を下し続け
る際にしたがう利得の流列の期待純現在価値 Ft（xt）を最大化すべく期間中の制御の流列{ut}が選択
され，即時的利得 πt（xt，ut）が確定する。次期 t１において，状態 xt１は，その次の期間の期待純現
在価値ないし状態評価値 Ft１（xt１）が最適決定を通じて実現されるといったごとくである。













で定義される。このとき，（４７）式は，最適性の基本方程式（fundamental equation of optimality）
を与え，これは，Bellman方程式（Bellman equation）と呼ばれる。
















を持ち得ない。このことは，利得函数 π，推移確率分布函数 Φ，割引率 ρが上の日付から独立であ
るという条件の下で妥当である。このとき，１期先の問題は，出発点の状態が代わるだけで，現時
点の問題のそれと同一の様相をもつ。状態評価函数は期間を通じて共通となり，時間ラベルを外し




































































しかるに，（５７）式を解く最適制御値 u＊は，x，t と Ft（x，t），Fx（x，t），Fxx（x，t），さらに π，a，bの函
数形を支配するパラメータ群の函数として表現可能である。したがって，u＊を（５７）式の右辺に代
入すれば，F を従属変数，xと t を独立変数とする２次偏微分方程式（partial differential equation








































































（mean−reverting autoregressive process or mean−reverting AR）であるときは，妥当する。
因みに，上の H（x）が減少函数であるならば，臨界値 x＊に対し，x＜x＊なる xにおいて継続が最
適となり，x＞x＊なる xにおいて停止が最適となるが，確率分布に関する要件が変更されることは
ない。
































































































































したがう。そこでの条件は，各 t に対し，xの函数とみなされる F（x，t）と Ω（x，t）が境界 x＊（t）上で
112
接し合う，すなわち，
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